
証券コード 4849
2019年６月７日

株 主 各 位
東京都新宿区西新宿六丁目５番１号

エン・ジャパン株式会社
代表取締役社長 鈴 木 孝 二

第19回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第19回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご案内申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行使書用

紙に賛否をご表示いただき、2019年６月24日（月曜日）午後５時までに到着するよう

ご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬具

記

1. 日 時 2019年６月25日（火曜日）午前10時（午前９時30分 受付開始）

2. 場 所 東京都新宿区西新宿六丁目５番１号 新宿アイランドタワー 35階

エン・ジャパン株式会社 セミナールーム

3. 会議の目的事項

報 告 事 項 1. 第19期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連

結計算書類監査結果報告の件

2. 第19期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 監査役１名選任の件

第３号議案 補欠監査役１名選任の件

4. 招集にあたっての決定事項

代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を

代理人として株主総会に出席していただけます。ただし、代理権を証明する書面

のご提出が必要となりますのでご了承ください。

以 上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さい。なお、株主ではない代理人及び同伴の方など、議決権を行使することができ
る株主以外の方はご入場いただけませんので、ご注意ください。また、資源節約の
ため、本招集ご通知をお持ちくださいますようお願い申し上げます。

◎事業報告、連結計算書類、計算書類及び株主総会参考書類に修正が生じた場合には、
当社ウェブサイト（https://corp.en-japan.com/）に掲載させていただきます。

◎当日ご出席いただきました株主様には、些少ではございますがご来場記念品をご用
意いたしております。ただし、ご欠席された株主様の「議決権行使書用紙」等によ
るお引換はいたしかねますのでご了承ください。
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(添付書類)

事 業 報 告

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

（国内求人サイト）

主力サービスの「エン転職」は、差別化要素を持った機能やサイト運用、積極的

なプロモーションが奏功し、広告を出稿する顧客企業へ高い応募効果を提供出来て

いることから、特に採用予算が大きい顧客内のシェア向上が順当に進み、掲載単価

の上昇につながりました。

人材紹介会社向けサービスは、「ミドルの転職」において顧客企業のサイト活用

度が順調に拡大いたしました。また、若手ハイキャリア向けサイト「AMBI」は、プ

ロモーションやサイトコンテンツ強化等により会員数が順調に増加しました。これ

らの結果、両サイト経由の入社成約数が大幅に増加いたしました。

派遣会社向けサービスは、「エン派遣」、「エンバイト」ともに顧客である大手

派遣会社の出稿が増加し、応募単価の上昇につながりました。

これらの結果、国内求人サイトは前期を上回る売上高となりました。

（国内人材紹介）

エン・ジャパンの人材紹介「エン エージェント」は、当社が保有する求職者デー

タベースを活用したターゲット領域の拡大が進みました。

子会社のエンワールド・ジャパンは、主力の人材紹介及びスペシャリスト派遣事

業が好調に推移していることに加え、新規サービスのRPO（採用代行業務：

Recruitment Process Outsourcing）が継続的に売上貢献をいたしました。

これらの結果、国内人材紹介は前期を上回る売上高となりました。

（海外子会社）

海外子会社は、主力国であるベトナムの他、シンガポールの売上高が伸長したこ

とに加え、持分法適用会社の英才網聯科技有限公司を連結の範囲に含めたことか

ら、全体の売上高が前年同期を上回りました。

主にこれらの結果、売上高は48,733百万円（前期比19.7％増）、営業利益は
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11,661百万円（前期比21.1％増）、経常利益は11,834百万円（前期比21.6％増）、

親会社株主に帰属する当期純利益は、8,144百万円（前期比27.9％増）となりまし

た。

事業の種類別セグメント売上構成
(単位：百万円)

事業の種類別
セグメントの名称

第 18 期
自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

第 19 期
自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売 上 高 構 成 比(％) 売 上 高 構 成 比(％)

採 用 事 業 39,481 97.0 47,504 97.5

教 育 ・ 評 価 事 業 1,229 3.0 1,229 2.5

合計 40,710 100.0 48,733 100.0

(注) １．売上高には、消費税及び地方消費税(以下「消費税等」)は含まれておりません。
２．連結会社間取引については相殺消去をしております。
３. 第19期において、セグメントの配分方法を変更しており、第18期の事業の種類別セグメント

売上構成は変更後のセグメント区分に組み替えた数値を記載しております。

② 設備投資の状況

当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は1,501百万円で、

その主なものは次のとおりであります。

　 ・サイト開発、追加改修等

③ 資金調達の状況

運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行１行と当座貸越契約（極度額

1,000百万円）を締結しておりますが、当連結会計年度末日における借入実行残

高はございません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　 該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

　 該当事項はありません。
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⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の

　 状況

　 該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　 2019年３月19日付で当社連結子会社であるen-Asia Holdings Ltd.及びNew

　 Era India Consultancy Pvt. Ltd.にて、Future Focus Infotech Pvt. Ltd.

　 の発行済株式の72.28％を取得し、連結子会社（当社の孫会社）といたしまし

た。

(2) 財産及び損益の状況

期 別
区 分

第 16 期
2016年３月期

第 17 期
2017年３月期

第 18 期
2018年３月期

第 19 期
(当連結会計年度)
2019年３月期

売 上 高 (百万円) 26,135 31,719 40,710 48,733

親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 2,756 4,005 6,366 8,144

１株当たり当期純利益(円) 60.79 88.03 139.93 178.97

総 資 産 (百万円) 28,558 32,900 40,600 49,852

純 資 産 (百万円) 21,112 23,642 28,626 35,466

１株当たり純資産額(円) 460.56 516.91 625.52 762.51

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。
２．2016年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。このた

め、第16期の期首に株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純
資産額は算定しております。

３. 第19期において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第18期の財産及び
損益の状況については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の当初配分額の重要な見直し
が反映された後の金額を記載しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

　 該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

名 称 資 本 金
当社の

議決権比率
（％）

主要な事業内容

エンワールド・
ジャパン株式会社

65百万円 100.0 人材紹介、人材派遣

Navigos Group
Vietnam Joint Stock

Company
68,373百万VND 100.0 求人サイトの運営、人材紹介

(注) １．Navigos Group Vietnam Joint Stock Companyに対する当社の議決権比率のうち、100.0％は
当社の連結子会社を通じての間接保有によるものであります。

　 ２. 特定完全子会社に該当する子会社はありません。
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(4) 対処すべき課題

長期的な国内経済の見通しは、人口減少の影響が国内消費の縮小や企業の生産活

動低下につながり、経済規模が縮小する可能性があります。このような場合には、

日本国内における人材ビジネス市場も影響を受け、成長が見込めない可能性があり

ます。

また、中長期的には現在の採用ビジネスモデルが縮小し、テクノロジーを活用し

た新たなビジネスが台頭する可能性があります。

当社グループはこのような状況を踏まえ、複数の事業を展開することによるポー

トフォリオの安定化や個々の事業状況に応じた投資を行っていくことで、グループ

全体の持続的な成長を図っております。

① 国内求人サイト

求人サイトは、ユーザーファーストなサービスのクオリティを追求し、差別化要

素を持ったサービスの優位性をより一層高めてまいります。これにより、価格競争

に陥らず、収益の高い事業を持続的に運営していくことで、安定的な利益成長を目

指してまいります。

② 国内人材紹介

当社グループは、若手からミドル・ハイクラス人材、グローバル人材など幅広い

領域で人材紹介サービスを展開しております。これらに対応した、当社求人サイト

の会員データベースを活用することで、市場成長率が高く、拡大余地が大きい人材

紹介市場におけるシェア拡大を図ってまいります。

③ 海外

当社グループが展開するアジア地域は、日本と比較して高い経済成長率が見込ま

れており、中でも人口が多く、平均年齢が若い国を中心に人材サービス需要の拡大

が期待されます。このようなことから、中長期的に業績の拡大が見込まれるベトナ

ム及びインドにリソースを集中してまいります。

④ 新規事業

今後の人材ビジネス市場は、既存のビジネスモデルを中心とした成長が持続する

ものの、中長期的には、新たな就職・転職支援サービスが拡大する可能性がありま

す。

このようなことから、当社グループは採用領域及びその周辺領域において、新た

な事業の開発・投資を強化してまいります。特に当社が強みとする３E（採用・教

育・評価の連動）とテクノロジーを掛け合わせることで、より多くの顧客に対し
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て、「入社後活躍支援サービス」を提供してまいります。また、採用以外の領域に

おいても新たな事業を創出することで、事業ポートフォリオの安定化を図ってまい

ります。
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(5) 主要な事業内容（2019年３月31日現在）

事 業 区 分 主要サービス

採 用 事 業

求人サイトの運営（主なサイトは、エン転職、エン派遣、ミド
ルの転職、VietnamWorks）、
人材紹介（主なブランドは、en world、エン エージェント）、
人材派遣、採用関連システム・業務管理システムの提供

教 育 ・ 評 価 事 業
人材活躍支援サービス（エンカレッジ等）、人事関連システム
の提供

(6) 主要な営業所（2019年３月31日現在）

① 当社

本社：東京都新宿区

支社：大阪、名古屋、横浜、福岡、その他

② 子会社

エンワールド・ジャパン株式会社

（本社：東京都中央区）

Navigos Group Vietnam Joint Stock Company

（本社：ベトナム社会主義共和国ホーチミン市）
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(7) 使用人の状況（2019年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

3,351名 817名増

(注) １．使用人数は就業人員であり、臨時従業員（パートタイマー）23名は含んでおりません。
２．使用人数の増加の主な理由は、Future Focus Infotech Pvt. Ltd.及び英才網聯（北京）科技

有限公司が連結子会社となったことによるものであります。

② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,506名 141名増 29歳10ヶ月 ３年８ヶ月

(注) 使用人数は就業人員であり、他社への出向者24名及び臨時従業員（パートタイマー）16名は含ん
でおりません。

　
(8) 主要な借入先の状況（2019年３月31日現在）

　 該当事項はありません。
　
(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

当社は2018年６月11日に東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）から同取引所
市場第一部に市場変更いたしました。
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２．会社の状況に関する事項
(1) 株式の状況（2019年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 187,200,000株

② 発行済株式の総数 45,605,616株 (自己株式4,110,384株を除く)

③ 株 主 数 7,643名

④ 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

越 智 通 勝 4,383,900 9.61

有限会社エムオー総研 3,160,000 6.93

一般財団法人エン人材教育財団 3,060,000 6.71

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,444,500 5.36

有限会社えん企画 2,184,800 4.79

越 智 明 之 1,475,200 3.23

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,422,900 3.12

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 1,369,958 3.00

JP MORGAN CHASE BANK 1,241,579 2.72

NOTHERN TRUST CO. 1,074,800 2.36

(注) １．第５順位の資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）保有の当社株式2,397,200株と、
第７順位の当社所有の自己株式1,713,184株は、上記から除いております。

２．持株比率は自己株式（4,110,384株）を控除して計算しております。
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(2) 新株予約権等の状況

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

　 2015年５月29日開催の取締役会決議による新株予約権

区分 取締役（社外取締役を除く）

新株予約権の払込金額 払込を要しない

新株予約権の行使価額 １個につき200円

新株予約権の行使期間
2015年７月１日から
2033年６月30日まで

新株予約権の行使条件

割当日の翌日から３年を経過した日、又
は当社及び当社子会社の取締役、監査役
及び執行役員のいずれの地位をも喪失し
た日の翌日のいずれか早い日から新株予
約権を行使することができる。

保有者数 ３名

新株予約権の数 244個

目的となる株式の種類及び数 普通株式 48,800株

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、200株としております。
２．割当契約書により、行使期間及び行使条件については、下記のとおり変更されております。

行使期間：2020年７月１日から2033年６月30日
行使条件：① 新株予約権の行使時においても、当社又は当社の関係会社の役員又は使用

人であることを要する。ただし、当社都合により当社又は当社の関係会社
以外の役員又は使用人になった場合は、権利行使を認める。

② 新株予約権者が個々に設定されている業績目標等を達成することを要す
る。

③ なお、上記①及び②の条件の詳細及びその他の条件は、割当契約書に定め
るところによる。
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② 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等

　 の状況

2018年７月27日開催の取締役会決議による新株予約権

区分 当社使用人

新株予約権の払込金額 払込を要しない

新株予約権の行使価額 １個につき100円

新株予約権の行使期間
2018年９月１日から

2033年６月30日まで

新株予約権の行使条件

割当日の翌日から５年経過後又は当社及
び当社子会社の取締役、監査役及び執行
役員のいずれの地位をも喪失した日の翌
日のいずれか早い日から新株予約権を行
使することができる。

交付者数 11名

新株予約権の数 69個

目的となる株式の種類及び数 普通株式 6,900株

(注) １．2019年3月31日現在におきましては、交付者数は１名減少し10名であり、「新株予約権の数」
　 は７個減少し62個、「目的となる株式の種類及び数」は700株失効し6,200株であります。

２．新株予約権1個につき目的となる株式数は、100株としております。
３．割当契約書により、行使期間及び行使条件については、下記のとおり変更されております。

行使期間：2023年７月１日から2033年６月30日まで
行使条件：① 新株予約権の行使時においても、当社又は当社の関係会社の役員又は使用

人であることを要する。ただし、当社都合により当社又は当社の関係会社
以外の役員又は使用人になった場合は、権利行使を認める。

② 新株予約権者が個々に設定されている業績目標等を達成することを要す
　 る。

③ なお、上記①及び②の条件の詳細及びその他の条件は、割当契約書に定め
るところによる。

　

③ その他新株予約権等に関する重要事項

　 該当事項はありません。
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(3) 会社役員に関する事項

① 取締役及び監査役の状況（2019年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 越 智 通 勝 執行役員

代表取締役社長 鈴 木 孝 二

執行役員

エンワールド・ジャパン株式会社代表取締役会長

Navigos Group Vietnam Joint Stock Company 取締役

取 締 役 河 合 恩
執行役員
ブランド企画室長

取 締 役 久須美 康 徳

取 締 役 齋 藤 和 紀

株式会社アキュリアス代表取締役

エクスポネンシャル・ジャパン株式会社代表取締役

株式会社Spectee取締役

株式会社アイ・ロボティクス取締役

常 勤 監 査 役 淺 田 耕 治

監 査 役 吉 田 篤 生 吉田篤生会計事務所所長

監 査 役 井 垣 太 介
弁護士法人西村あさひ法律事務所法人社員弁護士
UTグループ株式会社社外取締役

(注) １．取締役の久須美康徳氏及び齋藤和紀氏は、社外取締役であります。
２．監査役の吉田篤生氏及び井垣太介氏は、社外監査役であります。
３．監査役の吉田篤生氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見

を有しております。
４．当社は東京証券取引所に対して、取締役の久須美康徳氏及び齋藤和紀氏並びに監査役の吉田

篤生氏及び井垣太介氏を独立役員として届け出ております。
５．事業年度中に退任した監査役

退任時の地位 氏 名 退任時の担当及び
重要な兼職の状況 退 任 日

監 査 役 本 田 凛太郎 ― 2018年６月26日

監 査 役 長 岡 和 範 エンワールド・ジャパン株式会
社監査役 2018年６月26日

(注) 上記２名は任期満了による退任であります。
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② 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び監査役全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限定

する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425条

第１項に定める額を責任の限度としております。

③ 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額 摘 要

取 締 役 ５名 78百万円
(うち社外取締役

２名 ４百万円)

監 査 役 ５名 13百万円
(うち社外監査役

４名 ３百万円)

合 計 10名 92百万円

(注) １．取締役及び監査役に対する報酬限度額は、2008年３月27日開催の定時株主総会における決議
により、以下のとおり定められております。
① 取締役：年額200百万円以内

　 ストックオプションとしての新株予約権の別枠で100百万円以内
　 （2014年６月25日開催の定時株主総会決議）
② 監査役：年額30百万円以内

２．上記の取締役（社外取締役を除く）への支給額には、ストックオプションとして付与した新
株予約権に係る当事業年度中の費用計上額０百万円が含まれております。
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④ 社外役員に関する事項

　 イ．当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名
取締役会 監査役会

出席回数 出席率 出席回数 出席率

取 締 役 久須美 康 徳 15回／15回 100％ ― ―

取 締 役 齋 藤 和 紀 11回／11回 100％ ― ―

監 査 役 吉 田 篤 生 11回／11回 100％ 10回／10回 100％

監 査 役 井 垣 太 介 11回／11回 100％ 10回／10回 100％

(注) １．齋藤和紀氏は、2018年６月26日開催の定時株主総会において取締役に就任したため、2018年
４月度及び５月度の取締役会には出席しておりません。

　 ２．吉田篤生氏及び井垣太介氏は、2018年６月26日開催の定時株主総会において監査役に就任し
たため、2018年４月度及び５月度の取締役会、監査役会には出席しておりません。

　 ロ．取締役会及び監査役会における発言の状況

・ 取締役久須美康徳氏は、他社の監査役として培われた豊富な知識・経
　 験から、当社の経営上有用な指摘・意見を述べております。
・ 取締役齋藤和紀氏は、財務・経理のスペシャリストとしての豊富な経

　 験や専門知識に加え、AIやシンギュラリティ（技術的特異点）に関連
　 した広い見識から、当社の経営上有用な指摘・意見を述べておりま
　 す。
・ 監査役吉田篤生氏は、主に税理士としての専門的見地から、当社の経

　 営上有用な指摘・意見を述べております。
・ 監査役井垣太介氏は、主に弁護士としての専門的見地から、当社の経

　 営上有用な指摘・意見を述べております。
　

　 ハ．重要な兼職先と当社との関係

取締役齋藤和紀氏は、株式会社アキュリアス代表取締役、エクスポネンシ
ャル・ジャパン株式会社代表取締役、株式会社Spectee取締役及び株式会社ア
イ・ロボティクス取締役を兼職しております。当社とこれらの法人との間に
は、重要な関係はありません。

監査役吉田篤生氏は、吉田篤生会計事務所所長を兼職しております。当社
と吉田篤生会計事務所との間には、重要な関係はありません。
監査役井垣太介氏は、弁護士法人西村あさひ法律事務所法人社員弁護士及
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びUTグループ株式会社社外取締役を兼職しております。当社とこれらの法人
との間には、重要な関係はありません。

(4) 会計監査人に関する事項
① 会計監査人の名称 EY新日本有限責任監査法人
② 当期に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 33百万円

公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 ２百万円

当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 35百万円

(注) １．当社の一部の連結子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けて
おります。

　 ２．会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由
当監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま
え、監査計画における監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を
確認し、報酬額の見積もりの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第
399条第１項の同意を行っております。

３．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれら
の合計額を記載しております。

４．公認会計士法第２条１項の業務以外の業務であるコンフォートレターの作成業務等を委託し、
報酬を支払っております。

　

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その他その必要が

あると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、

取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該

当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査

人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に

招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は、以下のとおり

であります。

【内部統制システムに関する基本的な考え方、その整備状況及び運用状況】

① 基本的考え方

当社は、その事業を通じて、株主やクライアント等様々なステークホルダー

をはじめ、広く社会に役立つ存在でありたいと考えております。そのために、

当社グループ全体として経営環境の変化に対応できる組織体制を構築すること

を重要な施策と位置付けており、当社グループの健全な成長のため、コーポレ

ート・ガバナンスの強化と充実を図り、公正な経営システム作りに取り組んで

おります。

また、役職員の倫理観・誠実さを高めることは、様々なステークホルダーの

真の信頼を得るうえで、基本的な前提となると考えております。当社の経営理

念の一つに、社会に対して正しいことを行い、社会に役立つ存在たることが当

社の存在意義であることを謳った「社会正義性」があります。今後もこの理

念・考え方を役職員の行動の支柱に据えて、コンプライアンスに関する教育の

徹底等内部管理体制の更なる整備を進め、これを適正に機能させることによっ

て、健全な経営を確保してまいります。

② 整備の状況

イ．当社及び当社グループ各社の取締役及び使用人の職務の執行が効率的に行

われることを確保するための体制

当社は定時取締役会を毎月１回開催しており、必要に応じ臨時取締役会

を随時開催し、機動的に当社グループの重要事項を審議し、意思決定を行

える体制を整備しております。また、取締役会は、取締役の職務の執行を

監督する機関と位置付け、業務の適正を確保しております。取締役会は経

営計画を達成するための具体的な施策を立案・推進し、目標達成状況と阻

害要因を把握し、対応策を講じております。

ロ．当社及び当社グループ各社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定
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款に適合することを確保するための体制

当社のコンプライアンス統括部門は、当社グループ全体のコンプライア

ンス体制を整備し、コンプライアンス活動を横断的に推進する業務を担っ

ております。コンプライアンス統括部門がグループ各社と連携して、担当

地域内のコンプライアンス体制を整備し、法令・社内規則等の遵守をはじ

めとするコンプライアンス活動を推進しております。

内部監査担当部門は、当社の代表取締役社長直轄である内部監査室が設

置され、内部統制に係るコンプライアンスの状況の監視に努めております。

定期的な内部監査の結果については、適宜監査役と情報交換を行い、内部

監査報告書は、内部監査室長から代表取締役社長へ報告されております。

内部通報制度としては、「公益通報の取扱いに関する規則」により、使用

人はコンプライアンス上、疑義ある行為を認識した場合には社内専用窓口

へ通報し、また、会社は当該通報者を保護する体制を構築しております。

ハ．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報は、文章（電磁的方法により記録したも

のを含む。）の保存期間、管理の方法その他についての規程を策定し、当該

規程に従い情報を適切に保存及び管理しております。

ニ．当社及び当社グループ各社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

日々の業務遂行に係るリスクについては、当社グループの各部門責任者

が一括してこれを予測して計測するとともに、予防に努めております。ま

た、各事業部門に係るリスクについては、取締役会又は代表取締役社長に

報告され迅速かつ適切な措置を講じております。

有事においては、代表取締役社長を責任者とする対策本部を設置し、顧

問弁護士等の専門家と連携し、迅速な対応により、損害の拡大を防止し、

これを最小限に止める体制を構築いたします。

ホ．当社及び当社グループから成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

関係会社の管理は、当社「関係会社管理規程」に従って管理部門が総括

管理し、各関係部門が連携して行っております。同規程に基づき、一定の

事項については、当社の取締役会決議を求め、又は取締役会及び関係部門

への報告を義務付けております。
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ヘ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する体制

監査役の求めにより、監査役の職務を補助すべき使用人が要請された場

合は、取締役は、監査役の職務を補助すべき使用人として適切な人材を配

置します。この者は、監査役の指示のもと、自らあるいは関連部門と連携

して、監査対象の調査・分析・報告を行い、必要に応じて監査役を補佐し

て実査を行います。

ト．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項並び

に当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役の職務を補助すべき使用人につき、人事評価・人事異動・懲戒処

分に処する場合には、人事担当責任者は事前に監査役会に報告するととも

に、必要がある場合には、監査役会の承認を得るものとします。

また、当該使用人に対する指揮命令は監査役が行います。

チ．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及び報告をした者がそれ

を理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

取締役又は使用人は、法令に定める事項や全社的に重大な影響を及ぼす

事項に加え、監査役の求めに応じて、内部監査の実施状況、個人情報の保

護管理状況及びその内容等を速やかに報告しております。

また、当社は役員・使用人に対して、会社の方針、事業活動等が法令・

規則又は社内規則・方針に違反している（若しくは違反のおそれがある）

と確信する場合、その旨を速やかに報告することを奨励しております。

監査役に対する報告であるか否かにかかわらず、当社はかかる報告を行

った者を公正に取り扱い、一切の報復措置を許容しない体制を構築し、維

持しております。

リ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

取締役は、監査役の職務の執行にあたり、監査役が必要と認めた場合に、

弁護士、公認会計士等の外部専門家との連携が図れる環境を提供しており

ます。
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③ 運用の状況

当社では、「業務の適正を確保するための体制」に基づき、社内体制を整備す

るとともに、適切な運用に努めております。当事業年度における運用状況の概

要は、以下のとおりであります。

イ．取締役の職務の執行について

当社及び当社グループの取締役の職務執行については、社内規程に則り

執行されており、コンプライアンスやリスク管理に対応しております。ま

た、取締役会においては、重要な意思決定、職務執行の状況報告等につい

て活発な意見交換が行われ、監督がなされており、実効性が確保されてお

ります。なお、取締役会の資料及び議事録は、適切に保管されております。

ロ．リスク管理体制について

管理部門の責任者を中心として、当社グループのリスク状況の区分・把

握・報告、規程の立案・制定を含むリスク管理体制の整備を行うとともに、

未然防止策・対応策の立案・実行その他必要な事項の実施に関し、モニタ

リングを行い、これらの活動状況に関し、当社の取締役会に対して報告を

行っております。

ハ．内部監査の実施について

内部監査室を設置しており、当社内の各部門が、法令、定款、規程その

他社会規範等に則した適切な業務運営がなされているか、書類の閲覧及び

ヒアリング等を通じて監査を行っております。内部監査室長は、これらの

監査結果について、代表取締役社長及び監査役会に対して報告を行ってお

ります。

ニ．監査役の職務の執行について

常勤監査役１名は、取締役会に出席するほか、役職員に対し個別のヒア

リングを行うことにより、取締役の業務の執行状況やコンプライアンスに

関する問題点を確認するとともに、会計監査人及び内部監査委員会とも情

報交換を行っており、経営監視機能の強化及び向上を図っております。
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【反社会的勢力排除に向けた基本方針】

当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に影響を与える反社会的勢力に対して

は、警察等関連機関と連携し、毅然とした姿勢で組織的に対応することを基本方

針とし、役員・社員に周知徹底を図っております。

(6) 会社の支配に関する基本方針

当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基

本方針は定めておりません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載金額、株式数は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しており、比率は表示

単位未満の端数を四捨五入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(2019年３月31日現在)

(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

項 目 金 額 項 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

有 価 証 券

貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

器 具 及 び 備 品

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

37,255

28,409

5,614

2,000

22

1,268

△59

12,596

719

352

4

301

1

60

6,858

2,641

3,412

803

5,018

1,968

46

830

905

1,514

△248

流 動 負 債 13,274

買 掛 金 126

リ ー ス 債 務 0

未 払 金 5,340
未 払 法 人 税 等 2,072
賞 与 引 当 金 1,117

役 員 賞 与 引 当 金 7

前 受 金 2,642

そ の 他 1,965

固 定 負 債 1,111

リ ー ス 債 務 0

長 期 未 払 金 327

繰 延 税 金 負 債 181

株 式 給 付 引 当 金 310

資 産 除 去 債 務 279

そ の 他 12

負 債 合 計 14,385

純 資 産 の 部

株 主 資 本 34,434

資 本 金 1,194

資 本 剰 余 金 538
利 益 剰 余 金 35,496
自 己 株 式 △2,795

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 340
その他有価証券評価差額金 △31

為 替 換 算 調 整 勘 定 372

新 株 予 約 権 136

非 支 配 株 主 持 分 555

純 資 産 合 計 35,466

資 産 合 計 49,852 負 債 純 資 産 合 計 49,852
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連 結 損 益 計 算 書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

(単位：百万円)

項 目 金 額

売 上 高 48,733

売 上 原 価 4,682

売 上 総 利 益 44,051

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 32,389

営 業 利 益 11,661

営 業 外 収 益 183

営 業 外 費 用 10

経 常 利 益 11,834

特 別 利 益 57

投 資 有 価 証 券 売 却 益 55

固 定 資 産 売 却 益 1

特 別 損 失 202

固 定 資 産 除 却 損 1

関 係 会 社 株 式 売 却 損 33

減 損 損 失 65

の れ ん 償 却 額 102

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 11,689

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,449

法 人 税 等 調 整 額 △58

当 期 純 利 益 8,299

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 155

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 8,144
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連結株主資本等変動計算書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計

当期首残高 1,194 224 29,580 △2,880 28,119

暫定的な会計処理の確定による影響額 △1 △1

暫定的な会計処理の確定を反映した当

期首残高
1,194 224 29,579 △2,880 28,118

当期変動額

剰余金の配当 △2,227 △2,227

親会社株主に帰属する当期純利益 8,144 8,144

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 314 85 399

株主資本以外の項目の当期変動額

(純額)
-

当期変動額合計 - 314 5,917 85 6,316

当期末残高 1,194 538 35,496 △2,795 34,434

　
その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配

株主持分
純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

その他の包括

利益累計額

当期首残高 △49 392 343 123 42 28,628

暫定的な会計処理の確定による影響額 △1

暫定的な会計処理の確定を反映した当

期首残高
△49 392 343 123 42 28,626

当期変動額

剰余金の配当 △2,227

親会社株主に帰属する当期純利益 8,144

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 399

株主資本以外の項目の当期変動額

(純額)
17 △20 △3 13 512 523

当期変動額合計 17 △20 △3 13 512 6,839

当期末残高 △31 372 340 136 555 35,466

― 25 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2019年05月24日 17時29分 $FOLDER; 25ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



連結注記表

(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 17社

連結子会社の名称

エンワールド・ジャパン株式会社

en-Asia Holdings Ltd.

en world Singapore Pte. Ltd.

en world Australia Pty. Ltd.

Navigos Group, Ltd.

Navigos Group Vietnam Joint Stock Company

en world Recruitment (Thailand) Co., Ltd.

en Holdings (Thailand) Ltd.

New Era India Consultancy Pvt. Ltd.

Future Focus Infotech Pvt. Ltd.

Future Focus Infotech FZE

Focus America INC

英才網聯（北京）科技有限公司

株式会社アイタンクジャパン

株式会社ゼクウ

LENSA株式会社

アウルス株式会社

当連結会計年度より、LENSA株式会社を新規設立したことに伴い、連結

の範囲に含めております。また、新たにアウルス株式会社の株式を取得

したことに伴い、同社を連結の範囲に含めております。また、当社の連

結子会社であるen-Asia Holdings Ltd.とNew Era India Consultancy

Pvt. Ltd.はFuture Focus Infotech Pvt. Ltd.の株式を取得し、子会社

化（当社の孫会社化）致しました。これに伴い、同社及び同社の子会社
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２社を連結の範囲に含めております。

なお、アウルス株式会社及びFuture Focus Infotech Pvt. Ltd.は2019

年３月末をみなし取得日としているため、貸借対照表のみを連結してお

り、当連結会計年度に係る連結損益計算書に業績は含まれておりません。

従来、連結子会社でありました株式会社シーベースは、全株式を売却

したため、当連結会計年度より連結の範囲から除外しております。

前連結会計年度において非連結子会社でありました英才網聯（北京）

科技有限公司は、重要性が増したため、当連結会計年度から連結子会社

として連結範囲に含めております。

(2) 主要な非連結子会社の名称

株式会社Insight Tech 他５社

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等が、いずれも連結計算書類に重要な影響

を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社 ―社

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称

株式会社Insight Tech 他６社

（持分法を適用しない理由）

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等が連結計算書類に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外しております。
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３．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

イ 満期保有目的の債券 償却原価法(定額法)

ロ その他有価証券

　 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

なお、組込デリバティブを区分して測定する

ことができない複合金融商品については、全体

を時価評価し、評価差額を損益に計上しており

ます。

　 時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金融商

品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

　 貯 蔵 品 最終仕入原価法(貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、建物

（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以後

に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建 物 ８年～25年

器具 及び 備品 ２年～20年

また、2007年３月31日以前に取得したものに

ついては、償却可能限度額まで償却が終了した

翌年から５年間で均等償却する方法によってお

ります。

② 無形固定資産

(リース資産を除く)

定額法を採用しております。なお、ソフトウ

ェア (自社利用）は、性質に応じて利用可能期

間を２年から５年と見込んでおります。

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ

とする定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収の可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担

額を計上しております。

③ 役員賞与引当金 子会社の役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度

に見合う分を計上しております。
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④ 株式給付引当金 株式給付規則に基づく従業員の当社株式の給

付に備えるため、当連結会計年度末における株

式給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

(4) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

② のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間で

均等償却しております。

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

（表示方法の変更）

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30
年２月16日。）を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その
他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変
更しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,170百万円

(2) 担保資産及び担保付債務

① 担保に供されている資産

現金及び預金 121百万円

受取手形及び売掛金 863百万円

流動資産その他 602百万円

建物 ８百万円

車両運搬具 １百万円

器具及び備品 15百万円

建設仮勘定 52百万円

ソフトウエア １百万円

固定資産その他 28百万円

合計 1,694百万円

② 担保付債務

流動負債その他

（短期借入金） 249百万円

合計 249百万円

なお、上記につきましては、連結子会社Future Focus Infotech Pvt. Ltd.

に関するものであります。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末

株式数

発行済株式

普 通 株 式 49,716,000株 ―株 ―株 49,716,000株

合 計 49,716,000株 ―株 ―株 49,716,000株

自 己 株 式

普 通 株 式 4,215,803株 81株 105,500株 4,110,384株

合 計 4,215,803株 81株 105,500株 4,110,384株

(注)１．当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式数には、信託が保有する自社

の株式 が、それぞれ2,399,000株、2,397,200株含まれております。

２．自己株式の増加は、単元未満株の買取りによるものであります。

３．自己株式の減少は、自己株式の処分及び信託が保有する自社の株式の減少によるも

のです。

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たりの
配 当 額

基 準 日 効力発生日

2018年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 2,227百万円 46.5円 2018年３月31日 2018年６月27日

(注) 2018年６月26日定時株主総会による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対す

　 る配当金111百万円が含まれております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌

　 連結会計年度になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
の配当額

基 準 日 効力発生予定日

2019年６月25日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 3,014百万円 62.8円 2019年３月31日 2019年６月26日

(注) 2019年６月25日定時株主総会決議予定による配当金の総額には、信託が保有する自社の株

　 式に対する配当金150百万円が含まれております。
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用につきましては、余裕資金をもって行い、主に相

当期間内に換金可能で安全性の高い金融商品により運用しております。一部デ

リバティブを組込んだ複合金融商品を保有しておりますが、予めリスクの許容

程度を設定し、その範囲内での運用に限定しております。また、デリバティブ

は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない

方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

現金及び預金の中に含まれている外貨預金は、為替の変動リスクに晒されて

おりますが、定期的に為替相場を把握し、為替の変動リスクを管理しておりま

す。

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

すが、取引先ごとの期日管理及び残高管理等の方法により管理するとともに、

回収遅延債権については毎月の回収会議で報告され個別に対応する体制として

おります。

有価証券は、主に合同運用の金銭信託及び債券であり、流動性リスクと発行

体の信用リスクに晒されておりますが、短期間、安全性の高い格付のものに限

定することにより、リスクを僅少化しております。

投資有価証券のうち、株式及び投資事業有限責任組合等への出資は、発行体

や投資先企業の事業リスク、市場価格の変動リスクに晒されており、一部の外

貨建投資事業組合は為替の変動リスクにも晒されております。これらについて

は、定期的に発行体や投資事業有限責任組合等の財務状況等を把握し、保有状

況を継続的に見直す等の方法により管理しております。

また、デリバティブを組込んだ複合金融商品（他社株転換可能債）は、信用

リスク、流動性リスク及び価格の変動リスクに晒されております。これらのリ

スクは、投資時に発行体を信用力の高い金融機関に限定し、想定されるリスク

について十分に把握、協議を経ることにより、また、運用期間中は対象銘柄の

株価動向等及び取引金融機関から提示される時価情報を継続的に把握すること

により管理しております。

なお、デリバティブ取引（外貨建債権債務に係る為替の変動リスクに対する

ヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引）は、信用リスク及び価格の変動リ

スクに晒されております。これらのリスクは、契約の締結相手を信用力の高い

金融機関に限定し、想定されるリスクについて十分に把握、協議を経ることに

より、また、契約期間中は取引金融機関から提示される時価情報を継続的に把

握することにより管理しております。
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さらに、外貨建債券及び外国投資信託については、発行体や投資先企業の信

用リスク、金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに加え、為替の変動リス

クにも晒されております。これらについては、発行体や投資先を安全性の高い

金融機関を中心とし、時価や発行体の格付の変化、為替動向等の金融情勢を継

続的に確認することにより管理しております。なお、外国投資信託は為替ヘッ

ジを行い、為替の変動リスクは軽減されております。

長期貸付金は、主に非連結子会社に対するもので、貸付先の信用リスクに晒

されておりますが、定期的に財務状況等をモニタリングし、回収懸念の早期把

握や軽減を図っております。

営業債務である買掛金、未払金及び未払法人税等は、流動性リスクに晒され

ておりますが、適時に資金繰り計画を作成することにより管理しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次の通りです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる

ものは、次表には含まれておりません。(注)２をご参照ください。

（単位：百万円）

　 連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1)現金及び預金 28,409 28,409 ―

(2)受取手形及び売掛金 5,614

　 貸倒引当金（※1） △59

5,555 5,555 ―

(3)有価証券及び投資有価証券

　 その他有価証券 2,266 2,266 ―

(4)長期貸付金 830

　 貸倒引当金（※２） △245

585 580 △５

資産計 36,816 36,811 △５

(1)買掛金 126 126 ―

(2)未払金 5,340 5,340 ―

(3)未払法人税等 2,072 2,072 ―

負債計 7,539 7,539 ―

デリバティブ取引（※３）

①ヘッジ会計が適用されて
いないもの

(３) (３) ―

②ヘッジ会計が適用されて
いるもの

―

デリバティブ取引計 (３) (３) ―

（※１） 受取手形及び売掛金については対応する貸倒引当金を控除しております。
（※２） 長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
（※３） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については、（）で示しております。

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関す

る事項
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資 産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価のうち、預金と同様の性格を有する合同運用の金銭信託

の時価は、帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

債券は、取引金融機関から提示された価格によっております。

投資信託は、公表されている基準価額によっております。また、組込

デリバティブの時価を区分して測定することができない複合金融商品は、

全体を時価評価し、投資有価証券に含めて記載しております。

(4) 長期貸付金

長期貸付金の時価の算定については、一定の期間ごとに分類し、その

将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッド

を上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負 債

(1) 買掛金、(2) 未払金、(3) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引

① ヘッジ会計が適用されていないもの

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対

象物の種類ごとの連結決算日における契約額又は契約において定められ

た元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のと

おりであります。
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（単位：百万円）

区分
デリバティブ

取引の種類等

契約額等
時価 評価損益

うち１年超

市場取引以

外の取引

為替予約取引

買建

米ドル 50 - 46 △３

合計 50 - 46 △３

② ヘッジ会計が適用されているもの

　 該当事項はありません。

　

(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

非上場株式（連結貸借対照表計上額1,215百万円）、投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合への投資（連結貸借対照表計上額486百万円）、関係会

社株式（連結貸借対照表計上額46百万円）については、市場価格がなく、か

つ将来キャッシュ・フローを見積もること等ができず、時価を把握すること

が極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。

　

（賃貸等不動産に関する注記）

該当事項はありません。

　

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 762円51銭

１株当たり当期純利益金額 178円97銭
(注) 株主資本において、自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１

株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式

数に含めており、また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除

する自己株式数に含めております。

なお、１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数

は4,209,554株であり、また、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式

の期末株式数は4,110,384株であります。
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（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

（企業結合等に関する注記）

企業結合に係る暫定的な処理の確定

2017年10月30日に行われた株式会社ゼクウの株式取得について、前連結会

計年度において暫定的な会計処理を行っておりましたが、当連結会計年度に

確定しております。

この暫定的な会計処理の確定に伴い、取得原価の当初配分額の重要な見直

しが反映されており、のれんとして計上していた金額の一部を組み替えてお

ります。

この結果、前連結会計年度末の暫定的に算定されたのれんの金額891百万円

は、会計処理の確定により248百万円減少し、643百万円となりました。また、

無形固定資産のソフトウエアが17百万円、無形固定資産のその他が339百万

円、固定負債の繰延税金負債が109百万円増加し、利益剰余金が１百万円減少

しております。

取得による企業結合

当社は2019年２月19日開催の取締役会において、当社連結子会社である

en-Asia Holdings Ltd.及びNew Era India Consultancy Pvt. Ltd.の２社が

Future Focus Infotech Pvt. Ltd.（以下「Future Focus社」といいます。）

の株式を取得し、同社を孫会社化することについて決議し、同日付で株式譲

渡契約を締結し、2019年３月19日付で株式を取得しました。

（１) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 ：Future Focus Infotech Pvt. Ltd.

（注）Future Focus社は、下記の子会社２社（孫会社を含む）を有
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しております。

・Future Focus Infotech FZE

・Focus America INC

事業の内容 ：IT派遣、受託開発

② 企業結合を行った主な理由

当社は海外展開において、選択と集中を進め、中長期的に最も成長

の確度が高いベトナムとインドにリソースを集中することを重点戦略と

し、取り組んでおります。この度、孫会社化するFuture Focus社は、IT

派遣事業において20年の実績を持ち、多くの経験と先見性を兼ね備え安

定的に事業展開をしている会社であります。インドの代表的なIT企業を

顧客に持つなど、インド国内において高い評価を得ており、また、IoT、

AI、ロボティクスなど先端技術の教育にも力をいれ、積極的に新しい分

野への投資を進めております。今回の資本参加により、エン・ジャパン

グループとしてインドの最大のマーケットである人材派遣事業に進出し、

収益の安定化と持続的な成長に加え、特に顧客サービスの拡充や先端技

術への対応を推進することでFuture Focus社の更なる成長を目指してま

いります。

③ 企業結合日

2019年３月19日

④ 企業結合の法的形式

株式取得
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⑤ 結合後企業の名称

変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率

72.28%

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社連結子会社であるen-Asia Holdings Ltd.及びNew Era India

Consultancy Pvt. Ltd.の2社が現金を対価として株式を取得したことに

よるものであります。

　

（２）連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

被取得企業のみなし取得日を2019年３月31日としていることから貸借対

照表のみを連結しているため、連結損益計算書については被取得企業の業

績は含まれておりません。

　

（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 　 813百万印ルピー

取得原価 　 813百万印ルピー

　

（４）主要な取得関連費用及び金額

アドバイザリーに対する報酬等 90百万円

　

（５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額

1,012百万円

なお、のれんの金額は、当連結会計年度末において取得原価の配分

が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。
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② 発生原因

取得原価が取得した資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回

ったため、その差額をのれんとして計上しております。

③ 償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却

（６）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 1,586百万円

固定資産 111百万円

資産合計 1,698百万円

流動負債 1,296百万円

固定負債 １百万円

負債合計 1,298百万円

（７）取得原価の配分

当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能な資産および負

債の特定並びに時価の算定が未了であり、取得原価の配分が完了していない

ため、その時点で入手可能な合理的情報に基づき暫定的な会計処理を行って

おります。

（８）企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結

会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

影響の概算額については、合理的な算定が困難であるため記載しておりま

せん。

取得による企業結合

当社は、2019年２月22日開催の取締役会において、アウルス株式会社（以

下「アウルス社」といいます。）の発行済み株式の一部を取得し、同社を子会

― 41 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2019年05月24日 17時29分 $FOLDER; 41ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



社化すること、また、当該株式取得の対価の支払いのための第三者割当によ

る自己株式の処分を行うこと、及びその後、当社を株式交換完全親会社とし、

アウルス社を株式交換完全子会社とする株式交換を実施する基本合意を締結

することについて決議いたしました。

（１) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 ：アウルス株式会社

事業の内容 ：Webサイト及びアプリケーションのデザイン・開

発受託事業、スタートアップ支援事業

② 企業結合を行った主な理由

当社は人材領域に加えて人材領域以外の新規ビジネスを創出すること

で、景気悪化時の業績への影響を最小限に抑えることを目的とし、事業

ポートフォリオの拡充を目指しております。今回子会社化するアウルス

社は、2017年２月に設立された会社でありますが、アウルス社経営陣が

中心となり、高単価が多いUI/UXグロース受託事業において、中単価の価

格設定ながら高いクオリティの価値提供を行い、同事業を通じて独自の

ポジションを築き継続的な案件獲得を実現しています。当社は、この度

のアウルス社の子会社化により、成長性・不況耐性の強い有望なマーケ

ットに進出し、新規事業の創出、企業価値の向上に繋げてまいります。

③ 企業結合日

2019年３月11日

④ 企業結合の法的形式

現金及び第三者割当による自己株式を対価とする株式取得

⑤ 結合後企業の名称

変更はありません。
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⑥ 取得した議決権比率

51%

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金及び第三者割当による自己株式を対価として株式を取得し

たことによるものであります。

　

（２） 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

被取得企業のみなし取得日を2019年３月31日としており、貸借対照表のみ

を連結しているため、連結損益計算書については被取得企業の業績は含まれ

ておりません。

　

（３） 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 　 １百万円

自己株式 　 398百万円

取得原価 　 400百万円

　

（４） 主要な取得関連費用及び金額

アドバイザリーに対する報酬等 ３百万円

　

（５） 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額

397百万円

なお、のれんの金額は、当連結会計年度末において取得原価の配分

が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。

② 発生原因

取得原価が取得した資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回

ったため、その差額をのれんとして計上しております。
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③ 償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却

（６）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 27百万円

固定資産 ２百万円

資産合計 29百万円

流動負債 13百万円

固定負債 11百万円

負債合計 24百万円

（７） 取得原価の配分

当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能な資産および負

債の特定並びに時価の算定が未了であり、取得原価の配分が完了していない

ため、その時点で入手可能な合理的情報に基づき暫定的な会計処理を行って

おります。

（８） 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結

会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

影響の概算額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（追加情報）

当社は、2019年２月22日に、2021年１月31日から同年８月31日までの日を効

力発生日とする、当社を株式交換完全親会社、アウルス社を株式交換完全子会

社とする株式交換の実施に係る基本合意をアウルス社の株主と締結しました。

(注) 連結計算書類に掲記されている科目、その他の事項の金額は、百万円未満の金額を切り捨て
て記載しております。
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貸 借 対 照 表
(2019年３月31日現在)

(単位：百万円)
資 産 の 部 負 債 の 部

項 目 金 額 項 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

器 具 及 び 備 品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

商 標 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

28,628

22,724

3

3,478

2,000

17

302

119

△18

17,357

404

311

91

1

2,731

8

2,535

187

14,220

1,968

9,672

1,364

9

635

1,081

△512

流 動 負 債 9,235

買 掛 金 125

リ ー ス 債 務 0

未 払 金 3,987

未 払 費 用 224

未 払 法 人 税 等 1,608

前 受 金 2,017

預 り 金 35

前 受 収 益 2

賞 与 引 当 金 695

そ の 他 536

固 定 負 債 1,377
長 期 借 入 金 500

リ ー ス 債 務 0

長 期 未 払 金 319

株 式 給 付 引 当 金 310

資 産 除 去 債 務 247

負 債 合 計 10,612

純 資 産 の 部

株 主 資 本 35,268

資 本 金 1,194

資 本 剰 余 金 2,322

資 本 準 備 金 2,008
そ の 他 資 本 剰 余 金 314
利 益 剰 余 金 34,546

そ の 他 利 益 剰 余 金 34,546

別 途 積 立 金 2,000

繰 越 利 益 剰 余 金 32,546

自 己 株 式 △2,795

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △31
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △31

新 株 予 約 権 136

純 資 産 合 計 35,373

資 産 合 計 45,986 負 債 純 資 産 合 計 45,986
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損 益 計 算 書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

(単位：百万円)

項 目 金 額

売 上 高 36,519

売 上 原 価 2,648

売 上 総 利 益 33,871

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 23,683

営 業 利 益 10,187

営 業 外 収 益 399

営 業 外 費 用 10

経 常 利 益 10,576

特 別 利 益 55

投 資 有 価 証 券 売 却 益 55

特 別 損 失 347

減 損 損 失 65

関 係 会 社 株 式 評 価 損 10

関 係 会 社 株 式 売 却 損 271

税 引 前 当 期 純 利 益 10,284

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,852

法 人 税 等 調 整 額 △10

当 期 純 利 益 7,442
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株主資本等変動計算書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 1,194 2,008 - 2,008 2,000 27,331 29,331 △2,880 29,653

当期変動額

剰余金の配当 △2,227 △2,227 △2,227

当期純利益 7,442 7,442 7,442

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 314 314 85 399

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)
- - -

当期変動額合計 - - 314 314 - 5,215 5,215 85 5,614

当期末残高 1,194 2,008 314 2,322 2,000 32,546 34,546 △2,795 35,268

　

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △49 △49 123 29,727

当期変動額

剰余金の配当 △2,227

当期純利益 7,442

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 399

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 17 17 13 30

当期変動額合計 17 17 13 5,645

当期末残高 △31 △31 136 35,373
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券 償却原価法(定額法)

② 子会社株式及び関
連会社株式

移動平均法による原価法

③ その他有価証券

　 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

なお、組込デリバティブを区分して測定すること

ができない複合金融商品については、全体を時価評

価し、評価差額を損益に計上しております。

　 時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金融商品

取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯 蔵 品 最終仕入原価法(貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法)
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２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、建物（附

属設備を除く）並びに2016年４月１日以後に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法

を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 ８年～25年

器具及び備品 ２年～20年

また、2007年３月31日以前に取得したものにつ

いては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年

から５年間で均等償却する方法によっております。

(2) 無形固定資産

(リース資産を除く)

定額法を採用しております。なお、ソフトウェ

ア（自社利用）は、性質に応じて利用可能期間を

２年から５年と見込んでおります。

(3) リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法によっております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収の可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上し

ております。

(3) 株式給付引当金 株式給付規則に基づく従業員の当社株式の給付に

備えるため、当事業年度末における株式給付債務の

見込額に基づき計上しております。
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４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

（表示方法の変更）

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成

30年２月16日。）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他

の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変

更しております。

（追加情報）

該当事項はありません。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 675百万円

２．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

短期金銭債権 118百万円

長期金銭債権 1,361百万円

短期金銭債務 59百万円

長期金銭債務 500百万円
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（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

　 売上高 190百万円

　 販売費及び一般管理費 172百万円

　 営業取引以外の取引高（収入分） 142百万円

　 営業取引以外の取引高（支出分） 0百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当事業年度期首の

株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末の
株式数

普 通 株 式 4,215,803株 81株 105,500株 4,110,384株

合 計 4,215,803株 81株 105,500株 4,110,384株

(注)１．当事業年度期首及び当事業年度末の自己株式数には、信託が保有する自社の株式が、

それぞれ2,399,000株、2,397,200株含まれております。

２．自己株式の増加は、単元未満株の買取りによるものであります。

３．自己株式の減少は、自己株式の処分及び信託が保有する自社の株式の減少によるもの

です。
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（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産）

関係会社株式評価損 473百万円

賞与引当金 213百万円

貸倒引当金 162百万円

未払事業税 94百万円

投資有価証券評価損 58百万円

株式給付引当金 95百万円

資産除去債務 75百万円

減価償却費 35百万円

その他 149百万円

繰延税金資産小計 1,356百万円

評価性引当額 △689百万円

繰延税金資産合計 667百万円

(繰延税金負債）

資産除去債務に対応する除去費用 △32百万円

繰延税金負債合計 △32百万円

繰延税金資産の純額 635百万円

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 772円63銭

１株当たり当期純利益金額 163円55銭
(注) 株主資本において、自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１

株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式
数に含めており、また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除
する自己株式数に含めております。
なお、１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数
は4,209,554株であり、また、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式
の期末株式数は4,110,384株であります。

　
（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

（連結配当規制適用会社に関する注記）

当社は連結配当規制の適用会社であります。

― 52 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2019年05月24日 17時29分 $FOLDER; 52ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2019年５月20日

エン・ジャパン株式会社

取 締 役 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 狩 野 茂 行 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 香 山 良 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、エン・ジャパン株式会社の2018年４月１

日から2019年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する

ことを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表

明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監

査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
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当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、エン・ジャパン株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に

係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2019年５月20日

エン・ジャパン株式会社

取 締 役 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 狩 野 茂 行 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 香 山 良 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、エン・ジャパン株式会社の2018年

４月１日から2019年３月31日までの第18期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し

た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその

附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附

属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため

の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ

の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内

部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適

正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細

書の表示を検討することが含まれる。
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当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第19期事業年度の取締役の職務の執行

に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見とし

て本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、当期の監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、

取締役、内部監査委員会その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整

備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社

及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規

則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基

づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及

び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし

た。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要

に応じて子会社から事業の報告を受けました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたし

ました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求めました。

また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算

規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計

審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

１事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。

２取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。

３内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘する

事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年５月21日
エン・ジャパン株式会社 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 淺 田 耕 治 ㊞
社 外 監 査 役 吉 田 篤 生 ㊞
社 外 監 査 役 井 垣 太 介 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

　 剰余金の処分につきましては、以下のとおりとしたいと存じます。

　 期末配当に関する事項

2019年３月期の配当につきましては、配当性向37％とし、以下のとおりと

したいと存じます。

　 (1) 配当財産の種類

　 金銭といたします。

　 (2) 配当財産の割当てに関する事項

　 当社普通株式１株につき62.8円

　 総額 3,014,576,845円

　 (3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　 2019年６月26日
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第２号議案 監査役１名選任の件

淺田耕治氏は本総会終結の時をもって辞任いたしますので、新たに監査役１

名の選任をお願いするものであります。

なお、新たに選任された監査役の任期は、当社定款の定めにより、退任した

監査役の任期満了の時までとなります。

また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

大
おお

戸
ど

正
まさ

彦
ひこ

(1954年５月１日)

1978年４月 日本テレビ放送網株式会社入社

―
2009年６月 株式会社静岡第一テレビ取締役

2013年６月 同社常務取締役

2016年６月 株式会社DIプロ代表取締役社長

(注) 1. 大戸正彦氏と当社との間には特別の利害関係はありません。

　 2. 大戸正彦氏は、社外監査役候補者であります。

　 3. 大戸正彦氏は、企業経営に関する豊富な経験と幅広い知見を当社の監査体制に活かしていた

だくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。

　 4. 大戸正彦氏が監査役に就任した場合、当社定款の規定に基づき、当社は同氏との間で、会社

法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の賠償責任を限定する責任限定契約を締

結する予定であります。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する額

といたします。

― 60 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2019年05月24日 17時29分 $FOLDER; 60ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



第３号議案 補欠監査役１名選任の件

監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠の監査役

の選任をお願いするものであります。なお、本議案における選任の効力は就任

前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議により、その選任を取り消

すことができるものとさせていただきます。

また、本議案の本株主総会への提出につきましては、監査役会の同意を得て

おります。

補欠の監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日）

略歴及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

大
おお

槻
つき

智
とも

之
ゆき

(1972年４月１日)

1994年４月 大槻経営労務管理事務所

(現、社会保険労務士法人大槻経営労務管

理事務所）入所

―

2006年１月 社会保険労務士登録

同所銀座支社長

2011年１月 同所統括局長

2013年12月 株式会社オオツキM代表取締役（現任）

OTSUKI M SINGAPORE PTE,LTD.代表取締役

（現任）

2016年７月 同所代表社員（現任）

(注) 1. 大槻智之氏が代表社員を務める社会保険労務士法人大槻経営労務管理事務所と当社との間に

　 は取引関係がありますが、取引金額に重要性がないため、同氏の独立性に問題はなく、また

特別の利害関係もありません。

　 2. 大槻智之氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

　 3. 大槻智之氏は、社会保険労務士として培われた専門的知識・経験を有しており、当社におけ

るリスク管理の体制に活かしていただけるものと考え、補欠の社外監査役候補者として選任

をお願いするものであります。

　 4. 大槻智之氏が監査役に就任した場合、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出

を行う予定であります。

　 5. 大槻智之氏が監査役に就任した場合、当社定款の規定に基づき、当社は同氏との間で、会社

法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の賠償責任を限定する責任限定契約を締

結する予定であります。なお、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する額と

いたします。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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西新宿駅

損保ジャパン
日本興亜ビル 丸ノ内線

新宿
エルタワー

新宿野村ビル

新宿三井ビル

新宿
センタービル55広場

新宿
郵便局

明治安田生命

ヨドバシ
カメラ

京王
デパート

新宿ルミネ

小田急
デパート

モード学園
コクーンタワー

新宿
アイランド
タワー

小
田
急
線
・
京
王
線

西
口

Ｊ
Ｒ
新
宿
駅

ヒルトン
東京

新宿
住友ビル

都庁前駅

株主総会会場ご案内図
会場：東京都新宿区西新宿六丁目５番１号 新宿アイランドタワー 35階

エン・ジャパン株式会社 セミナールーム
TEL 03-3342-4506

●交通機関 ・丸ノ内線「西新宿駅」直結
・都営大江戸線「都庁前駅」より住友ビル方面へ徒歩８分
・JR線、私鉄、地下鉄線新宿駅（西口）徒歩10分

※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮くだ
さいますようお願い申し上げます。
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